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オーストラリアレポート
豪州財政収支は黒字化に向け計画を上回る改善示す
 豪州政府の2018年度基礎的財政収支は、財政均衡目前の－7億豪ドル（GDP比－0.03％）まで赤字が縮小。
 鉄鉱石価格上昇による企業収益の改善や、雇用増加などが財政収支改善に寄与。
 政府が計画する2019年度財政黒字化の実現性が高まる。2019年度以降の財政見通しは上方修正される可能性も。
 市場で豪州準備銀行（RBA）への追加利下げ要求が増す中、今後は追加の財政出動の行方にも注目が集まる。

（審査確認番号 2019 ‒ ＴＢ249）

2018年度財政収支は計画を上回る改善示す

豪州政府が9月19日に公表した2018年度（2018年7
月～2019年6月）基礎的財政収支は、財政均衡目前の
－7億豪ドル（GDP比－0.03％）まで財政赤字が縮小
しました。これは政府が2019年4月に公表した予算案
計画と比べて35億豪ドルの赤字改善です。また、
2018年5月公表の当初予算案に対しても138億豪ドル
の大幅な改善となりました（図表1）。

豪州政府は、財政収支が計画を大きく上回って改善し
た要因として、①鉄鉱石価格上昇などによる企業収益
の改善（法人税収の増加）や、②予想を上回る雇用増
に伴う個人所得税収の増加などを挙げています。

図表2：豪州政府の基礎的財政収支の実績と計画
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2019年度の財政黒字化の実現性が一段と高まる

2018年度の財政収支が財政均衡目前まで改善したこ
とで、豪州政府が計画する「2019年度の財政黒字化」
の実現性が一段と高まっています。

2019年4月公表の予算案では、2019年度基礎的財政
収支は71億豪ドル（GDP比0.4％）の黒字となると計
画されており、財政黒字の規模は2021年度には178億
豪ドル（GDP比0.8％）へ拡大すると見込まれていま
す（図表2）。

2018年度までの財政収支の実績が計画を上回る改善
傾向にあることから、2019年12月公表の半期財政見
通しや2020年5月公表の予算案では、2019年度以降
の政府の財政見通しが上方修正される可能性も高いと
考えられます。

（出所）豪州財務省
（期間）2007年～2021年（年度）
（注）基礎的財政収支は政府系ファンドの収支を除いた財政収支（一般

政府ベース）。年度は各年7月～翌年6月。

（出所）豪州財務省
（注）基礎的財政収支は政府系ファンドの収支を除いた財政収支（一般

政府ベース）。年度は各年7月～翌年6月。

今後は追加の財政出動の行方にも注目集まる

足元の豪州金融市場では、雇用環境の停滞から豪州準
備銀行（RBA）への追加利下げ要求が増しており、豪
州政府の財政政策の余裕度が増していることから、今
後は追加の財政出動の行方にも注目が集まりそうです。
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図表1：豪州政府の2018年度基礎的財政収支
（計画と実績）
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